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小 売 り セブン＆アイ・ホールディングス，丸井グループ
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借 方 貸 方
自己株式 500万円 現金預金 500万円
２）自己株式を消却した時の仕訳
借 方 貸 方






















































































































































































⑸ 会社法「第２編株式会社 第５章計算等 第６節剰余金の配当等に関する責任 第461条第１項」を参照。












? 会社法「第２編株式会社 第３章新株予約権 第１節総則 第236条から第237条，およびその他関連条項」
を参照。
? ㈱NTTドコモ ホームページ（http:www.nttdocomo.co.jp）参照。
? 井出正介・高橋文郎（2000）『前掲書』p.235
? 2008年（平成20年）10月14日，「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令の特例に関する内閣府令」につ
いて，証券市場の状況を考慮し，適用期間は2008年（平成20年）10月14日から施行し，2008年（平成20年）
12月31日までと限定しながらも，自己株式取得に関する規定を緩和する内閣府令が公布・施行された。その
主内容は，①１日の買付け数量を直近４週間の１日平均売買高の25%までとする上限を100％に引上げる。②
買付け時間については，金融商品取引所の取引終了時刻の直前30分間以外の時間に自己株券の買付けを行う
こととするという現行規定を適用しないで，取引終了時刻まで買付けができる，と規定を変更する施策内容
である。このような変更措置は2003年(平成15年)にも僅か３ヶ月間であったが，市場安定化のために自己株
式取得に際し，買付け数量などの規制を緩和したこともある。
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